
22

○

合計（Ａ） 6,145 合計（Ｂ） 6,110

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -35

主な
理由

研修に係る旅費及び負担金の一部について、人材開発課に予算を集約することになったため。

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

113

負担金補助及
び交付金

各種研修会参加負担金等
184 その他

交際費及び備品購入費
40

消耗品費（コピー用紙ほか）、印
刷製本費（決算審査意見書） 776

使用料及び賃
借料

コピー使用料
200

使用料及び賃
借料

コピー使用料
160

負担金補助及
び交付金

各種会議年会費及び参加負担
金等

333

交際費
監査委員交際費

20 需用費
消耗品費（コピー用紙ほか）、印
刷製本費（決算審査意見書） 780

2
7
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費

金額

報酬
監査委員報酬

4,644 報酬
監査委員報酬

4,644

区分（節）

90,710

旅費
各種研修会参加旅費、近接地旅
費等 361 旅費

0

内容

各種会議参加旅費、近接地旅費
等

90,710

内容

0 0 90,745

0.00

27当初予算 0 0

0.00

11.00

90,745

一般財源

10.00

0.00

25決算 0 0 0 91,669

26当初予算 0

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市の全会計（一般会計、特別会計、企業会計）及び財政援助団体等。

意図（どういう状態にしたいのか）
各部局等の予算執行や契約等の財務会計事務が適正に行われるとともに、各種の事務事業が効率的・経済的に実施され、
行政に対する市民の信頼を確保する。

事
業
内
容

１　地方自治法等に基づき、以下の監査、検査、審査を実施している。
　①　監査・・・・定期監査、行政監査、財政援助団体等監査
　　　※　定期監査　　　　　　 　　平成25年度・・・・・・・・・・・・・・8部等（7部、1室）　66課等（コミュニティ・センター、厚生館、消防団を含む。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年度（見込み）・・・・・14部等　91課等（小中学校、幼稚園、保育所を含む。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年度予定・・・・・・・・・10部等　85課等
　
　　　※　行政監査　　　　　　 　　平成25年度・・・・・・・・・・・・・・5部等　28課等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年度（見込み）・・・・・16部等　98課等（コミュニティ・センター、小中学校、幼稚園、保育所を含む。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年度予定・・・・・・・・・・3部等　17課等

　　　※　財政援助団体等監査　平成26年度（見込み）[対象団体：公の施設の指定管理者]・・・・・7団体（7施設）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年度予定[対象団体：公の施設の指定管理者]・・・・・2団体（6施設）
　
　　　※　住民監査請求監査　   平成25年度・・・・・・・・・・・・・・・2件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年度（12月末現在）・・・0件

　②　検査・・・・例月出納検査
　③　審査・・・・決算審査、健全化判断比率審査、資金不足比率審査

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 監査委員費
根拠法令
・要綱等

地方自治法等事業 監査事務事業

施策分野

実施方法

総務費 連絡先

項 監査委員費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

連絡先 (078)918-5061

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

平成27年度 予算事業説明シート

事務事業名
監査事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 3005001000-001

予算所管課 監査事務局

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

6,069

6,145

6,110

85,600

84,600

84,600

91,669

26年度人員配置（人）

正規

再任用

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計1.00


	監査事務局

